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〔難病関連その他のニュース〕

総合科学技術会議、有識者議員不足で機能不全に

読売新聞 1月6日(金) 配信

国の科学技術政策の方針を決める総合科学技術会議（議長・野田首相）が、本会議や専

門調査会を開催できない異例の事態に陥ることが、５日わかった。

有識者議員の人事案が先の臨時国会で採決されなかったためだ。事態が長引けば、科学

技術予算の重点配分項目決定など２０１３年度の予算編成にも影響が出るおそれがある。

同会議の議員は関係閣僚と有識者１４人以内で構成し、半分以上を有識者とすることが

内閣府設置法で定められている。現在は、閣僚、有識者各７人で構成されているが、本庶

佑(ほんじょたすく)議員ら有識者３人は１月５日で任期が切れる。政府は平野俊夫・大阪

大学長らを後任とする人事を国会に提示。しかし、審議時間がとれずに同意が見送られた

ため、きょう６日から、同会議が成立しないことになった。

患者少ない難病治療薬 開発支援へ

12月 27日 6時9分

患者の数が数十人から数百人と非常に少なく、治療薬がない難病の薬の開発を進めるた

め、厚生労働省は、製薬企業への支援を強化する方針を決め、来年の通常国会への法律の

改正案の提出を目指すことになりました。

これは２６日に開かれた厚生労働省の部会でまとまったものです。新しい薬の開発には億

単位の資金が必要で、患者の数が少ない難病の治療薬は、企業にとって利益が出にくいこ

となどから開発が進まないのが現状で、中には治療薬がまったくない難病も少なくありま

せん。このため、厚生労働省は、２６日の部会に、患者数が非常に少ない難病の治療薬を

開発する製薬会社に対して開発費を補助したり、難病の薬を開発した際に、別の薬の審査

を優先的に受けられたりするなどの支援策を盛り込んだ法律の改正案を示し、了承されま

した。このほか改正案には薬害の再発を防止するため薬の安全性などを監視する第三者組

織の設置なども盛り込まれています。厚生労働省は、こうした改正案を来年の通常国会に

提出することを目指しています。部会長で東京大学の永井良三教授は「これまで見過ごさ

れてきた難病の治療薬の開発に国が積極的に関わることで、開発の促進に向けて一歩前進

することになるのではないか」と話しています。

難病、がん対策の予算増額- 厚労省健康局予算案

厚生労働省の2012年度予算案で、健康局関係予算は今年度当初予算から681億 1500万

円（25.3％）増の3368億 6900 万円だった。B型肝炎訴訟の給付金などに345億円を盛り
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込んだほか、難病対策に 37 億円増の 2132 億円、がん対策に 14 億円増の 357 億円を計上

した。

難病対策では、治療法が確立していない特定疾患の患者の医療費の負担を軽減する「特

定疾患治療研究事業」を280億円から350億円に増額し、都道府県の超過負担の縮減を図

る。また、難病患者の在宅医療・介護の充実・強化に 4500 万円を計上。難病患者を対象

とする医療・介護従事者への研修などを行う。

がん対策では、小児がん対策の推進に4億円を新たに計上。小児がん拠点病院の指定に

向けた体制整備に2.5億円、拠点病院を改修して家族の宿泊室や相談室などを設置する事

業に1億円を充てる。

このほか、「在宅緩和ケア地域連携事業」（1.1 億円）を盛り込んだ。がん診療連携拠

点病院と都道府県が連携し、二次医療圏ごとに在宅療養支援を行う医療機関のリストの作

成などを行う。

新型インフルエンザなどの感染症対策は、9 億円減の 140 億円。改定された新型インフ

ルエンザ対策行動計画を踏まえた対策強化に300万円を充てる。

（ 2011年 12月 26日 16:06 キャリアブレイン ）

在宅医療・介護とライフイノベの推進が柱- 厚労省医政局予算案

厚生労働省の 2012 年度予算案のうち、医政局関係分は総額 1625 億 8700 万円で、今年

度当初予算に比べて4.1％減となった。このうち、成長分野などに重点的に振り分ける「日

本再生重点化措置」（特別枠）は53億4300万円。革新的な医薬品や医療機器の開発促進

などを図る「ライフ・イノベーションの一体的な推進」に 47.4 億円、「在宅医療・介護

推進プロジェクト」に14.3億円を充てている（いずれにも厚生労働科学研究費補助金8.3

億円を含む）。

ライフ・イノベーションの一体的な推進では、革新的な医薬品や医療機器の創出に向け、

治験や臨床研究の基盤となる「臨床研究中核病院」（4 か所）を整備するほか、再生医療

など個別の重点分野に関する研究開発や医薬品・医療機器の実用化に向けた支援を行う。

また、在宅医療・介護推進プロジェクトでは、▽在宅でチーム医療を担う人材の育成▽在

宅医療の連携体制の推進▽個別の疾患などに対応したサービスの充実・支援―の3事業が

柱だ。

一方、医政局関係予算案のうち、東日本大震災復興特別会計（復興特別会計）は総額25

億900万円。この中では、災害時の在宅医療に必要な備品の整備といった「災害時の安心

につながる在宅医療連携体制の推進」に 10.5 億円、新産業の創出などによる復興を目的

とした臨床研究中核病院の整備（1か所）に5.1億円を計上した。

さらに、医療機関の主要な診療情報をバックアップし、災害時の医療の提供・継続に備

えるとともに、平常時には医療機関が相互にデータを閲覧し、地域医療の連携に活用する
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ための基盤を整備する「医療情報連携・保全基盤の整備」に9.5億円を盛り込んだ。

（ 2011年 12月 26日 18:14 キャリアブレイン ）

ｉＰＳ細胞バンク 来年から本格的作業へ 山中所長表明

毎日新聞社 12月20日(火) 配信

ｉＰＳ細胞バンク：来年から本格的作業へ 山中所長表明

京都大ｉＰＳ細胞研究所長の山中伸弥教授が１９日、さまざまな型の人工多能性幹細胞

（ｉＰＳ細胞）をあらかじめ保管する「ｉＰＳ細胞バンク」の設立に向け、１２年から本

格的な作業に入る方針を明らかにした。再生医療への使用に備えるもので「１３年度以降

は臨床研究を実現していきたい」としている。

ｉＰＳ細胞は体内組織の細胞に変化することができる。しかし、作成や培養には時間が

かかるうえ、白血球の型（ＨＬＡ）が異なる場合、移植しても激しい拒絶反応が起きやす

いという。

そのため、同研究所では、あらかじめ提供された皮膚などの体細胞からｉＰＳ細胞を作

成。培養してから冷凍保存しておく「バンク」の設立を構想している。

山中所長は１２年の目標としてこのバンク計画の進展を挙げ「ドナー（体細胞提供者）

の選定を含め計画を軌道に乗せたい」と話した。【須田桃子】

職業訓練休むと支給停止 医療費一部負担は見送り 生活保護見直し

共同通信社 12月13日(火) 配信

厚生労働省は１２日、生活保護の見直しについて地方自治体の首長らと協議し「中間と

りまとめ」を決定した。受給者が求職者支援制度の職業訓練を理由なく休み続けた場合、

保護打ち切りができるようにする。

３兆円超の生活保護費の約半分を占める医療費については、不要な受診を防ぐため受給

者の一部自己負担を求める意見が地方からあったが、今回は見送った。

生活保護の受給者は８月も過去最多を更新し２０６万人弱。働ける現役世代が増加して

おり、就労支援が急がれる一方、不正受給の防止も課題となっている。

１０月から整備された求職者支援制度は、ハローワークで相談し、必要と認められた人

に申込書が渡され、職業訓練と月１０万円の給付金がセット。申し込まないだけでは打ち

切り対象とはならないが、申し込んで受講できるのに行かず、自治体の指導にも従わない

場合は厳しく対処する。

中間まとめでは、自治体の職員配置を手厚くすることの検討やハローワーク職員の増員

も明記。子どもへの貧困連鎖を防ぐため、受給者家庭への学習支援を充実する。

悪質な不正受給の告発基準をつくったり、届け出書類に受給者の顔写真添付を義務付け
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たりして、不正防止を図る。資産調査を強化するため、金融機関の本店で口座の一括照会

ができるよう、国が銀行などの団体に要請するとした。

厚労省は今後、具体策を固め、各自治体に運用の改善を通知する。

終末期の人工栄養補給、中止可能に…学会指針案

読売新聞 12月5日(月) 配信

高齢者の終末期における胃ろうなどの人工的水分・栄養補給は、延命が期待できても、

本人の生き方や価値観に沿わない場合は控えたり、中止したりできるとする医療・介護従

事者向けの指針案が４日、東京大学（東京・文京区）で開かれた日本老年医学会のシンポ

ジウムで発表された。

近年、口で食べられない高齢者に胃に管で栄養を送る胃ろうが普及し、認知症末期の寝

たきり患者でも何年も生きられる例が増えた反面、そのような延命が必ずしも本人のため

になっていないとの声が介護現場を中心に増えている。

そこで、同学会内の作業部会（代表・甲斐一郎東大教授）が試案を作成した。広く意見

を募って修正し、来年夏までには同学会の指針としてまとめるという。

難病対策、法制化も視野に- 見直しの方向性で中間整理

厚生科学審議会疾病対策部会の難病対策委員会（委員長＝金澤一郎・国際医療福祉大大

学院長）は1日、難病対策の見直しの方向性について、中間整理をまとめた。医療費助成

制度の公正性や安定性を確保するといった観点から、法制化も視野に検討していくことが

盛り込まれた。

中間整理では、現在の対策をめぐる課題を指摘。医療費助成の対象疾患の選定に不公平

感があることや、患者が助成を受けられるように医師の診断が甘くなってしまう傾向があ

ること、国の予算が減少する中で都道府県の超過負担が増大していることなどが問題にな

っているとした。さらに、研究の推進や就労支援などを含めた総合的な施策も求められて

いることを挙げた。

こうした課題を踏まえ、見直しの方向性を整理。医療費助成に関しては、制度の「公平

性」「公正性」「安定性」の確保に加え、「ほかの公費負担医療制度との均衡」を図る必

要があることから、「法制化も視野に入れ、希少・難治性疾患を幅広く公平に助成の対象

とすることを検討する」とした。また、「総合的・包括的な施策の実施や支援の仕組み」

の検討も盛り込んだ。

中間整理は、これまでの議論をまとめたもので、対策委では今後、これを土台にさらに

議論を進める予定。
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■都道府県の超過負担に「緊張感ある対応を」

この日はまた、医療費助成に関する都道府県の超過負担について、佐々木健委員（岡山

県保健福祉部長）が全国衛生部長会名の意見書を提出した。意見書では、2012年度予算で

の超過負担解消策や、法制化を含めた制度改革の工程表の提示などを国に求めている。

佐々木委員は、自治体によっては「国の取り組みが進まなければ、助成事業の見直しもあ

り得る」とする意見も出ていることを明らかにし、「もっと緊張感を持って対応してほし

い」と訴えた。

（ 2011年 12月 01日 15:10 キャリアブレイン ）

後発薬品の義務化検討 生活保護で民主チーム

共同通信社 11月29日(火) 配信

民主党の生活保護ワーキングチーム（ＷＴ）は２８日の役員会で、生活保護受給者への

医療扶助に関し、価格の安い後発医薬品の義務付けも含め使用促進策を検討する方針を確

認した。

近くＷＴで正式決定する。ただ、過去にも厚生労働省が医療扶助で、後発品を基本とす

るよう各自治体に通知し「強制は選択権を奪う」などの批判が出て、通知を撤回した経緯

がある。

生活保護受給者は２０５万人以上となり過去最多。保護費は総額３兆円を超え、全額公

費で賄う医療扶助が約半分を占める。

医療扶助への一部自己負担導入については、賛成、反対双方の意見があり、中長期的な

課題となった。

医療扶助への一部自己負担導入や後発品の使用義務付けの検討は、２３日の行政刷新会

議で政策仕分けの提言に盛り込まれた。

病気で年３兆円の労働損失 米商工会議所が試算

共同通信社 11月28日(月) 配信

在日米国商工会議所は２５日、日本人５千人を対象にした健康意識調査に基づき、病気

による労働生産性の低下で日本は年間３兆３６００億円の経済的損失があるとする試算

結果を発表した。うつ病などの精神疾患と、肩や腰などの慢性のものや片頭痛といった痛

みが二大要因という。

同会議所は、病気がもたらすコストについて日本で初めての包括的な調査だとしている。

こうした損失を減らすため、日本は予防医療と病気の早期発見を推進するべきとの政策提

言もまとめた。

調査は１０月末から今月初め、全国の２０歳以上にインターネットを通じて実施。病気
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を痛み、精神疾患、けが、感染症、慢性疾患の５分野に分け、病気による仕事の処理能力

低下や欠勤、転職、退職の有無、それによる減収の実態を尋ね、国内の全体像を見積もっ

た。

その結果、本人の病気による経済的損失は約２兆円と試算された。このうち精神疾患の

影響が約１兆円で最多だった。また介護など家族の健康問題への対応による損失も計約１

兆３６００億円となり、両者で計約３兆３６００億円が病気による経済的損失と試算され

た。
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